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義務教育課人権・キャリア教育推進係

令和７年度

「群馬県の人権教育の推進について」

令和７年度 人権教育推進協議会



１ 人権教育の推進



人が生まれながらにもっている必要不可
欠な様々な権利

人権尊重の精神を涵養すること

人権とは

人権教育とは



◼学校等における人権教育の取組
の方向性を明示

◼解説や取組のポイントを掲載
⇒各種研修時の手引書として活用

◼資料編に、人権教育の構造的
 指導等を掲載

本指針の性格

具体的な取組の手引き

「群馬県人権教育充実指針」に基づく指導

群馬県の人権教育は、
これを基に進める！



「群馬県人権教育充実指針」に基づく指導

【学校教育における人権教育の目標】 

○ 発達段階に応じ、人権の意義・内容等について

理解する

○ 自分の大切さとともに他の人の大切さを認める

○ 具体的な態度や行動に現れるようにする



「群馬県人権教育充実指針」に基づく指導

【学校教育における取組の指針】 
(1) 組織・計画に関すること

① 人権教育の推進体制の充実

② 人権教育全体計画・年間指導計画の

改善・充実

(2) 児童生徒の指導・支援に関すること

① 常時指導の充実（学級経営、生徒指導、環境

整備）

② 「人権教育で育てたい能力・態度」を明確に

した授業実践



「群馬県人権教育充実指針」に基づく指導

【学校教育における取組の指針】 
(3) 教職員の研修に関すること

① 教職員の人権意識の高揚…日常的に人権尊重

の態度を身に付ける

② 重要課題に関する正しい理解

(4) 保護者の啓発、地域及び関係機関等との連携

に関すること

① 保護者の人権意識の高揚

② 地域及び関係機関等との連携



「群馬県人権教育充実指針」に基づく指導

【学校教育における取組の指針】 
 (1) 組織・計画に関すること

① 人権教育の推進体制の充実

② 人権教育全体計画・年間指導計画の

改善・充実

(2) 児童生徒の指導・支援に関すること

① 常時指導の充実（学級経営、生徒指導、環境

整備）

② 「人権教育で育てたい能力・態度」を明確に

した授業実践



「群馬県人権教育充実指針」に基づく指導

【学校教育における取組の指針】 
(3) 教職員の研修に関すること

① 教職員の人権意識の高揚…日常的に人権尊重

の態度を身に付ける

② 重要課題に関する正しい理解

(4) 保護者の啓発、地域及び関係機関等との連携

 に関すること

① 保護者の人権意識の高揚

② 地域及び関係機関等との連携



「群馬県人権教育充実指針」に基づく指導

日常の学級経営や生
徒指導、教室環境や
言語環境等、温かい
雰囲気づくりを指し人
権教育の基盤をなす
もの。

国語でのコミュニケーショ
ン能力や理科での科学的
･合理的なものの見方考え
方など、各教科･領域の内
容との関連を意識した指
導。

社会科での江戸時代の身分
制度等、各教科・領域におい
て人権重要課題に対する正し
い理解を深め、人間としての
生き方を指導。

構造的指導



教職員の人権感覚
｢知らなかった｣や｢無意識｣の中にある

人権感覚の鈍感さに気づく

  ◆重いものを持つ仕事は男子に、細かい作業は女子にお願いしている。
◆名前のシールは、男子が青、女子は赤にしている。

児童生徒一人一人の大切さを自覚し､かけがえ
 のない一人の人間として接するという教職員の姿勢
そのものが､人権教育の最も重要な部分

「群馬県人権教育充実指針」に基づく指導



２ 人権重要課題に対する取組



学校を含め､社会全体でその解決に向けて取り組
まなければならない人権に関する課題

重要課題１４項目

女性

 子どもたち

 高齢者

 障害のある人たち

 同和問題

 外国籍の人たち

ＨＩＶ感染者等の人たち

ハンセン病元患者等の人たち  

 犯罪被害者等

 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる人権侵害

 性的少数者の人たち

刑を終えて出所した人たち

北朝鮮による拉致被害者

その他の人権問題



☆ 子どもの人権について理解を深める学習や、いじめ
や児童虐待など子どもの人権に関する問題についての
対応を通して、子どもの人権を尊重する社会の実現を
めざす。〈指針２〉 

・児童の権利に関する条約
・児童福祉法
・いじめ防止対策推進法
・児童虐待の防止等に関する法律

・子どもに対する人権侵害
・いじめ
・児童虐待
・ヤングケアラー

重要課題に対する取組 (2)  子どもたち



児童の権利に関する条約（子どもの権利条約）【４つの原則】

第2条 差別の禁止（差別のないこと）

すべての子どもは、子ども自身や親の人種や国籍、性、意見、障がい、経
済状況などどんな理由でも差別されず、条約の定めるすべての権利が保障
されます。

第３条 子どもの最善の利益（子どもにとって最もよいこと）

子どもに関することが決められ、行われる時は、「その子どもにとって最もよ
いことは何か」を第一に考えます。

第６条 生命、生存及び発達に対する権利（命を守られ成長できること）

すべての子どもの命が守られ、もって生まれた能力を十分に伸ばして成長
できるよう、医療、教育、生活への支援などを受けることが保障されます。

第12条 子どもの意見の尊重（子どもが意味のある参加ができること）

子どもは自分に関係のある事柄について自由に意見を表すことができ、お
となはその意見を子どもの発達に応じて十分に考慮します。
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1994年(平成6年)批准

重要課題に対する取組 (2)  子どもたち



いじめ防止対策推進法（H25.9施行）抄
第十五条（学校におけるいじめの防止）

学校の設置者及びその設置する学校は、・・・全ての教育活動を通じた
道徳教育及び体験活動等の充実を図らなければならない。

 第十九条（インターネットを通じて行われるいじめに対する対策の推進）

いじめの防止等のための基本的な方針 最終改定 H29.3

別添２ 学校における｢いじめの防止｣｢早期発見｣｢いじめに対する措置」のポイント

（1）いじめの防止 ②いじめの防止のための措置

イ）いじめに向かわない態度・能力の育成

学校の教育活動全体を通じた道徳教育や人権教育の充実

ウ）いじめが生まれる背景と指導上の注意

○発達障害を含む、障害のある児童生徒

○海外から帰国した児童生徒や外国人の児童生徒等

○性同一性障害や性的指向･性自認に係る児童生徒

○東日本大震災により被災した児童生徒等

群馬県いじめ防止基本方針
Ⅲ 学校支援のための取組 ２  取組（９）道徳教育の充実・人権教育の推進

「地方いじめ防止基本方針」（市町村作成）
「学校いじめ防止基本方針」（学校作成）

重要課題に対する取組 (2)  子どもたち



児童相談所の児童虐待通告（相談）受理件数の推移〔年度別〕

重要課題に対する取組 (2)  子どもたち



＜児童虐待の防止等に関する法律＞2007年 H19

（児童虐待の定義）

第二条 この法律において、「児童虐待」とは、保護者（親

権を行う者、未成年後見人その他の者で、児童を現に

監護するものをいう。以下同じ。）がその監護する児

童（十八歳に満たない者をいう。以下同じ。）につい

て行う次に掲げる行為をいう。

身体的虐待

心理的虐待

ネグレクト

性的虐待

重要課題に対する取組 (2)  子どもたち



＜児童虐待の防止等に関する法律＞2007年 H19
（児童虐待の早期発見等）
第五条 学校、児童福祉施設、病院その他児童の福祉に業務上関係のある

団体及び学校の教職員、児童福祉施設の職員、医師、保健師、弁護
士その他児童の福祉に職務上関係のある者は、児童虐待を発見しや

すい立場にあることを自覚し、児童虐待の早期発見に努めなけれ
ばならない。

２ 前項に規定する者は、児童虐待の予防その他の児童虐待の防止並び

 に児童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援に関する国及び地方
公共団体の施策に協力するよう努めなければならない。

３ 学校及び児童福祉施設は、児童及び保護者に対して、児童虐待の
防止のための教育又は啓発に努めなければならない。

（児童虐待に係る通告）

第六条 児童虐待を受けたと思われる児童を発見した者は、速やかに、
これを市町村、都道府県の設置する福祉事務所若しくは児童相談所又

   は児童委員を介して市町村、都道府県の設置する福祉事務所若しくは

   児童相談所に通告しなければならない。

重要課題に対する取組 (2)  子どもたち



特にお願いしたいこと

１ 学校等においては、児童虐待の早期発見・早期対応に努め、例え確証が得られないとしても、市
町村福祉担当部局（緊急を要する場合は児童相談所）へ通告や情報提供を速やかに行うこと。その
際、市町村教育委員会へも報告すること。

２ 学校等においては、虐待の兆候をつかみ、情報収集する際に、本人と保護者の話の内容に食い違
いが見られる場合においても、躊躇せず、速やかに通告や情報提供を行うこと。

３ 学校等及び市町村教育委員会においては、保護者から「どうやって虐待があると知ったのか」等、
認知した経緯の開示を求められても伝えないこととするとともに、児童相談所等と連携しながら対
応すること。また、保護者との関係等を重視しすぎることで、子どもの安全確保が疎かになり、重
大な事態に至ってしまう事例が生じていることに十分留意すること。

４ 学校等において、児童虐待を発見した際には、市町村福祉担当部局に通告を行うこと。ただし、
緊急を要する場合（子どもを家に帰すことが危険な場合）には、躊躇せず児童相談所へ通告するこ
と。特に、性的虐待については、被害が見えにくいことに留意のうえ、疑われる事案があった場合
には、直ちに児童相談所へ通告すること。

５ 学校等においては、要保護児童の定期的な情報提供に関して、保護者等から欠席の理由について
説明を受けている場合であっても、その理由の如何にかかわらず、引き続き７日以上欠席した場合
には、定期的な情報提供の期日を待つことなく、速やかに市町村福祉担当部局（緊急を要する場合
は児童相談所）へ情報提供すること。

※ ただし、不登校による欠席や入院による欠席で、状況を確実に把握できている場合を除く。詳細につ
 いては、義教第１１４０－８０号「学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設から市町村又は児
童相談所への定期的な情報提供について（通知）」を参照のこと。

「児童虐待防止対策に係る学校等及びその設置者と市町村・児童相談所との連
携の強化について（通知）」（県教委通知 H31･3･6）

重要課題に対する取組 (2)  子どもたち



児童虐待対応リーフレット（群馬県教委） 虐待対応の手引き
（文科省 令和２年６月改訂版）

重要課題に対する取組 (2)  子どもたち



☆ 同和問題に関する正しい理解と認識を深める学習を
通して、同和問題に関する差別意識の解消を図る。

〈指針５〉 
 

・部落差別の解消の推進に関する法律
・群馬県同和教育の基本方針
・同和対策審議会答申
・地域改善対策協議会意見具申

・同和問題に対する偏見や差別意識

重要課題に対する取組 (5)  同和問題



※『全国部落調査 部落地名総鑑の原典 復刻版』について
※「本人通知制度」について

１ 就職差別

２ 土地差別

３ 結婚差別

４ 差別落書き

５ インターネット上の差別書き込み

重要課題に対する取組 (5)  同和問題

＜差別事案＞



重要課題に対する取組 (5)  同和問題

人権問題に関する県民意識調査（R5.3）



「部落差別の解消の推進に関する法律」抄

  H28.12.16施行

第 １ 条 （目的）

この法律は、現在もなお部落差別が存在するとと

  もに、情報化の進展に伴って部落差別に関する状況

  が生じていることを踏まえ、～ 部落差別の解消を推

進し、もって部落差別のない社会を実現することを目

的とする。

第 ５ 条 （教育及び啓発）

 ２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、
その地域の実情に応じ、部落差別を解消するため、必要
な教育及び啓発を行うよう努めるものとする。

重要課題に対する取組 (5)  同和問題



重要課題に対する取組 (10) インターネットによる人権侵害

・個人情報の保護に関する法律 等

・インターネットによる差別事象
・プライバシーの侵害

☆ インターネットによる人権侵害や情報モラルに
関する学習を行う。 〈指針10〉 
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重要課題に対する取組 (10) インターネットによる人権侵害

こども家庭庁
令和６年度「青少年のインターネット利用環境実態調査」報告書より

半
数
以
上

９
割
以
上



R５ 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の
諸課題に関する調査結果より

パソコンやスマホ等を使ったいじめ

重要課題に対する取組 (10) インターネットによる人権侵害

小学校 1234件 （２％）

中学校 6416件 （９％）

高等学校 11105件（16％）

特別支援学校 5923件 （8％）



重要課題に対する取組 (11) 性的少数者の人たち

・「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様化に関する
国民の理解の増進に関する法律等

・性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細かな対応の実施等
について

・性同一性障害や性的指向･性自認に係る、児童生徒に対するき
め細かな対応等の実施について（教職員向け）

・性的少数者の人たちに対する偏見や差別意識

☆ 性的少数者の人たちに関する人権問題について理解を
深める学習を行い、性的少数者の人たちに対する偏見や
差別の解消を図る 〈指針11〉 



ＬＧＢＴQ等の人は日本国内に・・・

３％～１０％

約10人～１３人に1人

（各民間団体調べ）参考：東京レインボープライドＨＰ

重要課題に対する取組 (11) 性的少数者の人たち



「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性
に関する国民の理解の増進に関する法律」R5.6.23施行

第 ６ 条 （教育及び啓発）

 ２ 学校の設置者は、基本理念にのっとり、性的指向及び
ジェンダーアイデンティティの多様性に関するその設置する
学校の児童、生徒又は学生（以下この項及び第十条第三
項において「児童等」という。）の理解の増進に関し、家
庭及び地域住民その他の関係者の協力を得つつ、教育又
は啓発、教育環境の整備、相談の機会の確保等を行うこ
とにより性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性
に関する当該学校の児童等の理解の増進に自ら努めるとと
もに、国又は地方公共団体が実施する性的指向及びジェ
ンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増
進に関する施策に協力するよう努めるものとする。

重要課題に対する取組 (11) 性的少数者の人たち



通知  性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細かな対応の実施等について
（平成27年4月文部科学省）

32

性同一性障害に係る児童生徒については、学校生活を送る上で特有の支援が
必要な場合がある。

 → 個別の事案に応じた、児童生徒の心情等に配慮した対応策等が示された。

＜性同一性障害に係る児童生徒に対する学校における支援の事例＞

（ 服  装 ）       自認する性別の制服・衣服や、体操着の着用を認める。 
（ 髪      型 ）       標準より長い髪型を一定の範囲で認める（戸籍上男性）｡ 
（ 更 衣 室 ）   保健室・多目的トイレ等の利用を認める。 
（ ト  イ  レ ）        職員トイレ・多目的トイレの利用を認める。 
（呼称の工夫）    校内文書（通知表を含む。）を児童生徒が希望する呼称

        で記す。自認する性別として名簿上扱う。 
（ 授     業 ）        体育又は保健体育において別メニューを設定する。 
（ 水     泳 ）        上半身が隠れる水着の着用を認める（戸籍上男性）。

               補習として別日に実施、又はレポート提出で代替する。 
（運動部の活動）自認する性別に係る活動への参加を認める。 
（修学旅行等）    1人部屋の使用を認める。入浴時間をずらす。



周知資料 性同一性障害や性的指向･性自認に係る、児童生徒に対するきめ細かな対応
 等の実施について（教職員向け）（平成28年4月文部科学省）



３ 人権教育のための参考資料



人権教育推進資料 

令和６年３月、一部改訂

◼  人権重要課題と学習  

指導要領との関連を 
一覧表にして掲載

 →年間指導計画の見直し・充実
 に活用できる資料



人権教育のための参考資料

○リーフレット「児童虐待から子どもたちを守るために」

○リーフレット

「『部落差別解消推進法』の趣旨を踏まえた人権教育の充実」

○パンフレット

「性同一性障害や性的指向･性自認に係る児童生徒に

対するきめ細かな対応等の実施について（教員向け）｣

○ネットリテラシー向上動画教材

「インターネットの光と影を知ろう！」 （戦略企画課制作）

○人権教育映像（ＤＶＤ、ビデオ）の活用



おわりに

□「群馬県人権教育充実指針」を活用する。

□教職員自らが人権感覚を高め、人権教育の

基盤である常時指導を充実する。

□人権課題に対する正しい知識を身に付ける。
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